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１．本報告の課題

▪こども基本法(2023.4.1施行)第10条は、こども大綱
を勘案してこども計画を策定することを都道府県及
び市町村の努力義務としている。

▪こども大綱が閣議決定(2023.12.22)され、「自治体
こども計画策定のためのガイドライン」が公表
（2024.5.24）された今、各自治体では「こども計画」
の策定が現在進行中である。

▪本報告では、子育て教育の地域共同システムづく
りの観点から、教育施策も一体化した自治体こど
も計画の策定課題を検討する。
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２．自治体こども計画策定の好事例調査
及びパブリックコメントにみる工夫と懸念

▪こども家庭庁では、自治体こども計画策定支援を行っており、こど
も政策推進事業費補助金（自治体こども計画策定支援事業）を42
の採択自治体に交付するとともに、令和5年度自治体こども計画
に関する調査業務報告書を公表している。
（https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-keikaku/chousa/）

▪その報告書から、好事例14自治体について「教育委員会との連
携の工夫」を表１にまとめた。

▪全部局をまたいだ組織・庁内横断的会議体・審議会のメンバー／
常任理事、ワーキンググループ等への参加、協議、調整・確認、
ヒアリング・照会、連携などの回答がある一方で、「連携会議は今
のところ予定はない」との記載もあった。
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▪ガイドラインに係るパブリックコメント（2024.5.24公表）
（https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/5f358887-4ab1-4c56-85ae-5f417e903dbb/22318d5c/20240524_policies_kodomo-keikaku_07.pdf）

▪「『アンケート調査票の学校配布等、教育現場の実質的な協力を
仰ぐ際は、首長部局と教育委員会がよく連携し、現場の実情に合
わせた取組とすることが望ましいです。』とあるが、教育委員会と
の調整が難航することも想定される」との懸念が寄せられている。

▪「本ガイドライン作成にあたっても、文部科学省と連携してp34『教
育振興基本計画について』やその事例を記載しました。また、7章
で示す『こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン』を
文部科学省を通じて各教育委員会とも共有しております。自治体
内の首長部局と教育委員会が連携しながら、地域の実情に応じ
た自治体こども計画を策定いただけるよう、引き続き支援してま
いります」と回答している。
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２．自治体こども計画策定の好事例調査
及びパブリックコメントにみる工夫と懸念

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/5f358887-4ab1-4c56-85ae-5f417e903dbb/22318d5c/20240524_policies_kodomo-keikaku_07.pdf


３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例１：草津市（一般市）「草津市版ネウボラ（イメージ図）」
（https://www.city.kusatsu.shiga.jp/kosodate/kosodatesodan/neuvola.files/R6.pdf）

【特徴】

・妊娠前～子育て期

・妊娠・出産・子育てにお

ける切れ目のない支援

（就学前／教委関連は無し）

・草津市「草津市版ネウボ

ラ 妊娠・出産・子育てに

おける切れ目のない支援」

2024.8更新
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３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例２：鳥取県（都道府県）「子どもの成長に応じた主な子育て支援」
（https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/1341565/3kodomonoseityouniouzita.pdf）

【特徴】

・妊娠期～学童期

・教委関連は無し

・鳥取県『とっとり

子育て応援ガイド

ブック（令和６年

度改訂版）』

2024.9
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３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例３：豊橋市（中核市）

「ライフステージに応じた子ども・子育て支援」（

（https://www.city.toyohashi.lg.jp/secure/73467/gaiyou_R2-6.pdf）

【特徴】

・結婚前～高校生等

・教委関連は一部有り(下記)

・豊橋市「第２期 豊橋市 子ども・子育て応援

プラン概要版（令和２年度～令和６年度）」2024.4
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３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例４：藤井寺市（一般市）「年齢別索引表2024年度子育てマップ藤井寺」
（https://www.city.fujiidera.lg.jp/material/files/group/12/R6_map_zennhann.pdf）

【特徴】

・妊娠中～中学生

・教委関連は

就学援助のみ有り

・藤井寺市『2024年

度子育てマップ藤

井寺』2024.4
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３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例５：草加市(施行時特例市)「すべての家庭への支援 手当・制度・事業など
の紹介」 （https://www.soka-bokkurun.com/know/184-2/）

【特徴】

・乳児～高校生

・草加市(緑)＋埼玉県(黄)

＋国(桃・茶)の情報

・草加市「そうか子育て

応援・情報サイト

ぼっくるん」

2024.10.19閲覧
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３．自治体総合施策221例の調査にみる注目事例
▪例６：池田市（一般市）「発達支援Map 年齢別チャート図」
（https://www.city.ikeda.osaka.jp/material/files/group/61/hattatsu_shien_map2023_4.pdf）

【特徴】

・妊娠～高齢期

・保健、福祉、医療、教育

・年齢別・分野(色)別

・池田市「池田市発達支援Map」

2023.6
12

保育所・幼稚
園・学校

https://www.city.ikeda.osaka.jp/material/files/group/61/hattatsu_shien_map2023_4.pdf
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり
▪こども基本法はこどもを「心身の発達の過程にある者」（2
条1項）と定義し、一律に18歳ないし20歳で区切ってはいな
い。このことによって、教育行政学においても、乳幼児期か
らおとなになるまでの切れ目ない一体的な（シームレスで
トータルな）こども施策（教育施策を含む）を探究する研究
課題が生まれていよう。

▪単に少子化対策という国策遂行のためということではなく、
日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり
（こども基本法1条）、また住民の福祉の増進を図ることを
基本（地方自治法1条の二）として、こども・若者・住民の
参画による子育て教育の地域共同システムづくりを志向した
い。
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪子どもに関する諸計画の総合・一体化（https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-keikaku/）

▪ こども家庭庁「自

治体こども計画策

 定のためのガイド

 ライン(全体版)」

p.1 自治体こども

計画の概要

15
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪ p.1：このような既存の法令と一体のものとして自治体こども計画を作成するこ
とにより、区域内のこども施策に全体として統一的に横串を刺すこと、住民に
とって一層分かりやすいものとすること、事務負担の軽減を図ることなどが期
待されています。他方、地域の実情に応じて個別に計画を作成し、それらを相
互に関連計画として位置付け、内容に応じて適宜参照しあうなど整合を図るこ
とで、それらの計画を自治体こども計画と位置付けることも可能です。

▪ p.31：自治体こども計画で示す施策の内容は、教育、福祉、都市計画など様々
な分野と密接な関係を有していることから、都道府県こども計画や自治体総合
計画のような上位計画や、以下に示すような他の分野の計画が作成されている
場合には、これらの計画との整合が図られていることが必要です。また、関連
する部署とは、データの収集から、方針・目標の設定、事業内容の検討などに
ついて、それぞれの段階で連携・調整を行うことが重要です。

▪例示：総合計画、地域福祉計画（社会福祉法）、障害者計画（障害者基本法）、
障害児福祉計画（児童福祉法）、教育振興基本計画（教育基本法）、食育推進
計画、地域防災計画。
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪ p.50

▪ p.51：② 教育委員会や学校との連携 ▷様々なこどもたちに参加の機会を広げ
るに当たって、教育現場との連携は有効です。学校からの推薦や無作為抽出に
よる参加、出前授業の機会を活用した意見聴取、児童・生徒用の端末を活用し
たGIGAスクール構想との連携などが考えられる。
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こども未来戦略(2023.12.22閣議決定)

▪ こども家庭庁2023.12

「こども未来戦略MAP」
(https://www.cfa.go.jp/resources/kodomo-mirai)

・小学校入学～大学・大

学院の施策の寄せ集め
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪鳥取県・子育て王国課「シン・子育て王国とっとり計画の策定について」

（http://db.pref.tottori.jp/pressrelease.nsf/webview/07FEC9F7CFFED35A49258AF2001B6855）2024.4.2

▪本計画は、こども基本法第10条に基づくこども計画として位置づけるとともに、
子ども・若者育成支援推進法第9条に規定する子ども・若者計画、子どもの貧
困対策の推進に関する法律第9条に規定する計画、子ども・子育て支援法第62
条に基づく子ども・子育て支援事業支援計画及び次世代育成支援対策推進法第
9条に基づく行動計画と一体のものとして策定

○子育て王国とっとり条例（抜粋）／（子育て支援等推進計画）

▪ 第11条 知事は、子育て支援等に関する施策が総合的かつ着実に推進されるよう、施策の内容、
実施方法等を示す計画（以下「子育て支援等推進計画」という。）を定めるものとする。

○こども基本法（抜粋）／第10条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県における
こども施策についての計画（以下この条において「都道府県こども 計画」という。）を定める
よう努めるものとする。／4 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一
項に規定する都道府県子ども・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に
規定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県が作成する計画であってこども施策に関
する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 19
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計画の概要（HTTPS://WWW.PREF.TOTTORI.LG.JP/SECURE/1354574/KEIKAKUGAIYOU.PDF）
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計画の概要（HTTPS://WWW.PREF.TOTTORI.LG.JP/SECURE/1354574/KEIKAKUGAIYOU.PDF）
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪伊根町（町村）「子育て日本一のまち」（伊根町教育大綱2021.3）「子ども
が健やかに生まれ，明るく希望を持ってのびのびと育つまち」（第2期

伊根町子ども・子育て支援事業計画2020-24年度）を志向伊根町HP（https://www.town.ine.kyoto.jp/）

▪ 高等学校生徒下宿費等補助金交付要綱(2006.10)、伊根町地方路線バス乗車負担軽減事業実施要
綱(2012.6，路線バス1乗車200円)、特別支援教育就学奨励費支給要綱(2014.1／伊根町立小中学
校の特別支援学級在籍者対象)、伊根町修学旅行費補助金交付要綱(2015.3)、伊根町立小中学校
教材無償化事業実施規程(2015.3／教材費の具体例：教科別テスト・ドリル・問題集・資料集，
各種用紙類，教科別実習材料費，理科実験セット，石膏・粘土・粘土板，その他教材として区分
される物)、伊根町就学援助規則(2015.11／通常学級在籍者を対象に追加)、伊根町立小学校及び
中学校の遠距離通学支援及び通学の安全に関する規則(2016.2／小学校4km以上・中学校6km以上
の場合のスクールバス利用ないし交通費支援)、伊根町立中学校ヘルメット等購入費補助金交付
要綱(2017.3)、伊根町立小中学校基礎学力充実支援事業補助金交付要綱(2019.12／漢検・英検の
検定料補助)、伊根町立小中学校給食費徴収規則(2021.3／給食費の補助から徴収免除［無償化］
へ)、伊根町学校給食費及び教材費補助金交付要綱(2021.3／伊根町外への区域外就学者・特別支
援学校就学者を対象に追加)、伊根町立小中学校モバイルルーター等貸出事業実施要綱(2022.4)、
独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付に係る共済掛金徴収に関する要綱(2022.4)
等 22
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪大山崎町（町村）「第２期大山崎町子ども・子育て支援事業計画」
概要版（https://www.town.oyamazaki.kyoto.jp/material/files/group/33/gaiyou_kodomokosodate_2.pdf）

▪ p.3：子育ては、社会の最小単位である家庭において、保護者が行うのが望ましい方法であるこ
とをすべての住民が認識し、子どもを生み育てることに喜びを感じ、子育ては楽しいものであり、
子どもは次代を担う社会の宝であると感じられるような支援が重要です。

▪ すべての住民の共通認識のもと、地
域全体で子育て家庭に対する支援の
輪（ネットワーク）づくりに取り組
むことで、子どもたちの権利と利益
を最大限尊重し、子どもも大人も笑
顔で健やかに暮らせ、住民みんなが
子育てを自慢できるまちを築いてい
くことが、この計画を推進する上で
の大きな願いです。
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４．シームレスでトータルな子育て教育の地域
共同システムづくり

▪茨木市（施行時特例市）「茨木市相談機関への道しるべ」p.3

（https://www.city.ibaraki.osaka.jp/material/files/group/32/mithisirube2024.pdf）
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おわりに
▪ 教育行政学の立場から更に探究をつづけたい。

▪ 謝辞

◇本報告は、JSPS科研費19K02864／22K02702（渡
部昭男）、JSPS科研費19K02465／23K02097（渡部
(君和田)容子）の助成を受けた。

◇訪問聞取り調査にご協力下さった自治体職員の
方々に記して感謝を申し上げる。

▪ 近刊

渡部(君和田)容子・渡部昭男

『「こども計画」に活かせる自治体総合施策221例

子育て・教育の地域共同システム』日本標準

ご清聴、ありがとうございました
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